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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第24期

第１四半期連結
累計期間

第25期
第１四半期連結
累計期間

第24期

会計期間

自 平成25年
８月１日
至 平成25年
10月31日

自 平成26年
８月１日
至 平成26年
10月31日

自 平成25年
８月１日
至 平成26年
７月31日

売上高 （千円） 410,771 695,046 2,689,311

経常利益 （千円） 73,657 242,343 634,180

四半期（当期）純利益 （千円） 62,836 144,835 763,885

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 68,048 179,704 774,878

純資産額 （千円） 3,160,867 4,020,221 3,877,472

総資産額 （千円） 3,458,757 4,306,986 4,250,858

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 7.81 18.01 94.98

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － 17.94 94.69

自己資本比率 （％） 91.4 93.0 91.0

 
　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には消費税等は含んでおりません。

３．当社は、平成26年２月１日付で１株につき100株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当

該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額を算定しております。

４．第24期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

　移動体通信分野では、LTEのサービスが世界各地で開始され、スマートフォン等多種多様なモバイル端末の

普及により、移動体通信の高速化・大容量化、サービス品質の向上に向けての研究開発及び設備投資が本格化

しております。また、更なる高速化・大容量化に向けてLTE-A関連の研究開発投資が行われております。一方

で通信品質の問題や、事業者間による加入者獲得競争や低価格端末ベンダー及びMVNOの新規参入、国内端末

メーカーの事業撤退等もあり、今後も通信事業者及び通信機器メーカーの競合状況は一層の激化が予想されま

す。

　また、固定通信分野におきましても光ファイバを中心としたブロードバンドサービスが進展し、IP化に伴う

サービスの融合化が加速しております。スマートフォン等の普及によるネットワークトラフィックの増加によ

り、ネットワークの負荷低減に向けた投資も行われており、ネットワークの更なる高速化・大容量化が求められ

ております。

　これらの技術や新サービスの導入に伴い積極的な研究開発投資が見込まれる一方で、サービスの低価格傾向は

定着しており、通信各社の研究開発及び設備投資は選別的な姿勢が継続されるものと予想されます。

　このような状況の中、当社グループでは、以下の営業、マーケティング及び研究開発活動を行いました。

　 (ⅰ) LTE-Advancedに対応する製品の開発及び販売

　 (ⅱ) LTEに対応する製品の販売

　 (ⅲ) 中国、韓国、欧州、中東、北米等の海外市場におけるLTE対応製品の市場開拓及び販売

　 (ⅳ) WiMAXに対応した製品開発・商材開拓及び販売

　 (ⅴ) 第３世代移動体通信対応製品の販売

　 (ⅵ) 次世代ネットワークに対応した製品開発・商材開拓及び販売

　 (ⅶ) 通信分野における新事業に向けたマーケティング及び研究開発

　その結果、当第１四半期連結累計期間におけるセグメント別の売上高は以下のとおりとなりました。

（モバイルネットワークソリューション）667,940千円（前年同期比81.5％増）

　当セグメントの売上高は、667,940千円となりました。LTE-Advancedの研究開発用途向けテストソリューショ

ンが前期に引き続き好調に推移いたしました。海外向けも増加した結果、前年同期比で大幅に増加いたしまし

た。

（ＩＰネットワークソリューション）27,106千円（前年同期比36.7％減）

　当セグメントの売上高は、27,106千円となりました。ネットワーク監視におけるパケットキャプチャツール

「etherExtractor」の販売、イーサネットサービス向けのフィールドテスト用途の「サービステスタ」の販売

を行いましたが、前年同期比で減少いたしました。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間におきましては、売上高695,046千円（前年同期比69.2％増）、営業

利益229,247千円（前年同期比282.6％増）、経常利益242,343千円（前年同期比229.0％増）、四半期純利益

144,835千円（前年同期比130.5％増）となりました。

（2）資産・負債及び純資産の状況

 当第１四半期連結会計期間末における流動資産は3,334,734千円であり、前連結会計年度末に比べ192,825千円減

少いたしました。主な内訳は、現金及び預金が329,039千円増加したものの、売掛金が232,504千円、有価証券が

100,000千円減少したことが主な要因であります。

 当第１四半期連結会計期間末における固定資産は972,251千円であり、前連結会計年度末に比べ248,952千円増加

いたしました。投資有価証券が262,790千円増加したことが主な要因であります。

 当第１四半期連結会計期間末における流動負債は274,351千円であり、前連結会計年度末に比べ86,411千円減少

いたしました。買掛金が61,879千円減少したことが主な要因であります。

 当第１四半期連結会計期間末における純資産は4,020,221千円であり、前連結会計年度末に比べ142,749千円増加

いたしました。利益剰余金が104,621千円増加したことが主な要因であります。

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（4）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は、126,492千円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 38,000,000

計 38,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年10月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成26年12月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,562,000 9,562,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

100株

計 9,562,000 9,562,000 － －

（注）平成26年12月１日をもって、当社株式は東京証券取引所マザーズから同取引所市場第二部へ市場変更しておりま

　　　す。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年８月１日

～

平成26年10月31日

－ 9,562,000 － 1,359,350 － 1,497,450

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成26年７月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成26年10月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 1,519,300
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,041,900 80,419 －

単元未満株式数 普通株式      800 － －

発行済株式総数 9,562,000 － －

総株主の議決権 － 80,419 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が900株（議決権の数９個）含まれてお

ります。

②【自己株式等】

平成26年10月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社アルチザネット

ワークス

東京都立川市曙町

２－36－２
1,519,300 － 1,519,300 15.89

計 － 1,519,300 － 1,519,300 15.89

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年８月１日から平

成26年10月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年８月１日から平成26年10月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年７月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年10月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,686,905 2,015,944

受取手形 - 1,058

売掛金 1,091,867 859,362

有価証券 300,040 200,040

商品及び製品 222,575 156,343

仕掛品 4,206 4,413

原材料及び貯蔵品 56,339 40,375

その他 165,625 57,196

流動資産合計 3,527,559 3,334,734

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 7,400 7,101

車両運搬具（純額） 1,891 1,718

工具、器具及び備品（純額） 129,396 129,495

有形固定資産合計 138,688 138,314

無形固定資産 16,203 15,001

投資その他の資産   

投資有価証券 486,063 748,854

その他 82,343 70,080

投資その他の資産合計 568,407 818,934

固定資産合計 723,298 972,251

資産合計 4,250,858 4,306,986

負債の部   

流動負債   

買掛金 175,991 114,111

未払法人税等 49,274 20,369

賞与引当金 22,419 50,127

その他 113,079 89,744

流動負債合計 360,763 274,351

固定負債   

資産除去債務 11,566 11,597

その他 1,057 814

固定負債合計 12,623 12,412

負債合計 373,386 286,764

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,359,350 1,359,350

資本剰余金 1,500,547 1,500,547

利益剰余金 1,519,521 1,624,143

自己株式 △515,124 △515,124

株主資本合計 3,864,295 3,968,917

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △6,084 25,759

為替換算調整勘定 9,485 12,511

その他の包括利益累計額合計 3,401 38,271

新株予約権 9,775 13,033

純資産合計 3,877,472 4,020,221

負債純資産合計 4,250,858 4,306,986
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年８月１日
　至　平成25年10月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年８月１日
　至　平成26年10月31日)

売上高 410,771 695,046

売上原価 128,040 211,905

売上総利益 282,731 483,140

販売費及び一般管理費 222,813 253,893

営業利益 59,917 229,247

営業外収益   

受取利息及び配当金 13,260 10,025

為替差益 325 3,200

その他 597 111

営業外収益合計 14,183 13,336

営業外費用   

支払利息 12 146

消費税差額 430 93

営業外費用合計 443 239

経常利益 73,657 242,343

税金等調整前四半期純利益 73,657 242,343

法人税、住民税及び事業税 10,900 19,000

法人税等調整額 △78 78,508

法人税等合計 10,821 97,508

少数株主損益調整前四半期純利益 62,836 144,835

四半期純利益 62,836 144,835
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年８月１日
　至　平成25年10月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年８月１日
　至　平成26年10月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 62,836 144,835

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 3,928 31,843

為替換算調整勘定 1,284 3,026

その他の包括利益合計 5,212 34,869

四半期包括利益 68,048 179,704

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 68,048 179,704

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年８月１日
至　平成25年10月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年８月１日
至　平成26年10月31日）

減価償却費 14,240千円 16,495千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成25年８月１日　至平成25年10月31日）

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成26年８月１日　至平成26年10月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年10月29日

定時株主総会
普通株式 40,213 5.00  平成26年７月31日  平成26年10月30日 利益剰余金

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成25年８月１日　至　平成25年10月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

   （単位：千円）

 報告セグメント
四半期連結損益計算書
計上額（注）

 
モバイル
ネットワーク
ソリューション

ＩＰ
ネットワーク
ソリューション

売上高    

外部顧客への売上高 367,952 42,818 410,771

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － －

計 367,952 42,818 410,771

セグメント利益 47,641 12,275 59,917

　（注）セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成26年８月１日　至　平成26年10月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

   （単位：千円）

 報告セグメント
四半期連結損益計算書
計上額（注）

 
モバイル
ネットワーク
ソリューション

ＩＰ
ネットワーク
ソリューション

売上高    

外部顧客への売上高 667,940 27,106 695,046

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － －

計 667,940 27,106 695,046

セグメント利益又は損失（△） 259,332 △30,085 229,247

　（注）セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年８月１日
至　平成25年10月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年８月１日
至　平成26年10月31日）

(1)　１株当たり四半期純利益金額 7円81銭 18円1銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 62,836 144,835

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 62,836 144,835

普通株式の期中平均株式数（株） 8,042,700 8,042,700

(2)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 17円94銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － 28,874

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（注）１．当社は平成26年２月１日付で１株につき100株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株

式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額を

算定しております。

　　　２．前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　当社は、平成26年11月26日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条、第239条及び平成26年10月29日

開催の第24期定時株主総会決議に基づき、当社取締役及び従業員に対しストックオプションとして発行する新株予

約権について、具体的な発行内容を下記のとおり決議いたしました。

１．ストックオプションとして新株予約権を発行する理由

　業績向上に対する貢献意欲や士気を高め、企業価値の向上を目指すことを目的として、当社取締役及び従業員に

対し、次の要領により新株予約権を有利な条件をもって割当てるものであります。

　なお、本新株予約権は下記2．(8)「新株予約権の行使の条件」に定めるとおり、当社の業績があらかじめ定める

基準に達成した場合に初めて権利行使を可能とするものです。

２．新株予約権の発行要領

（１）新株予約権の名称

株式会社アルチザネットワークス　2015年度新株予約権

（２）新株予約権の割当ての対象者及びその人数並びに割当てる新株予約権の数

　　　　当社取締役　３名 30個

　　　　当社従業員　48名 100個

（３）新株予約権の目的である株式の種類及び数

　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権の目的である株式の数（以下、「付

与株式数」という。）は１個当たり100株とする。

　ただし、新株予約権を割当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が普通株式につき、株式分割

（当社普通株式の無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、新
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株予約権のうち、当該株式分割又は株式併合の時点で行使されていない新株予約権について、付与株式数を

次の計算により調整する。

　　　　　　　調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　分割又は併合の比率

　また、上記の他、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は、当社の取締

役会において必要と認められる付与株式数の調整を行うことができる。

　なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

（４）新株予約権の総数

　130個とする。

　上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合等、割当てる新株予約権の総数が

減少したときは、割当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。

（５）新株予約権の払込金額

　新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないものとする。

（６）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使により交付を受けることができる

株式１株当たりの金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。

（７）新株予約権の権利行使期間

　平成27年10月31日から平成28年９月30日までとする。

（８）新株予約権の行使の条件

①　当社の平成27年7月期の監査済みの連結損益計算書における売上高が25億円を30％以上上回ること。

②　新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、新株予約権の行使時におい

　　て、当社及び当社子会社の取締役又は従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年

　　退職その他正当な理由がある場合はこの限りではない。

③　新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人による権利行使は認めない。

（９）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金の額

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

　　項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場

　　合は、これを切り上げるものとする。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金

　　等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（10）新株予約権の取得に関する事項

①　新株予約権者が権利行使をする前に、上記(8)の定め又は新株予約権割当契約の定めにより新株予約権を

　　行使できなくなった場合、当社は当社の取締役会が別途定める日をもって当該新株予約権を無償で取得

　　することができる。

②　当社は、以下イ、ロ、ハ、ニ又はホの議案につき当社の株主総会で承認された場合（株主総会決議が不

要の場合は当社の取締役会で承認された場合）は、当社の取締役会が別途定める日に、新株予約権を無

償で取得することができる。

　　イ　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

　　ロ　当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案

　　ハ　当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

　　ニ　当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要するこ

　　　　とについての定めを設ける定款の変更承認の議案

　　ホ　新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の

　　　　承認を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得する

　　　　ことについての定めを設ける定款の変更承認の議案
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（11）新株予約権の譲渡制限

譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役会の承認を要するものとする。

（12）組織再編成行為時における新株予約権の取扱い

　当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る。）、株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の発生

日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割

につき吸収分割の効力発生日、新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換につき株式交換がその

効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれ

の場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編成対象会社」とい

う。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編成対象会社の新株予

約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式

移転計画において定めた場合に限る。

　①　交付する再編成対象会社の新株予約権の数

　　　新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

　②　新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

　　　再編成対象会社の普通株式とする。

　③　新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

　　　組織再編成行為の条件等を勘案のうえ、上記(3)に準じて決定する。

　④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編成後行使価額に

上記③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られ

る金額とする。再編成後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けるこ

とができる再編成対象会社の株式１株当たり１円とする。

　⑤　新株予約権を行使することができる期間

上記(7)に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編成行為の効力発生日のい

ずれか遅い日から、上記(7)に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

　⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　　　上記(9)に準じて決定する。

　⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要するもの

とする。

　⑧　新株予約権の行使条件

　　　上記(8)に準じて決定する。

　⑨　新株予約権の取得条項

　　　上記(10)に準じて決定する。

（13）新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め

　新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切

り捨てるものとする。

（14）新株予約権の割当日

　平成26年11月28日

（15）新株予約権証券

　新株予約権に係る新株予約権証券は発行しない。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年12月11日

株式会社アルチザネットワークス

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員　　

 公認会計士 水上　亮比呂　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐々田　博信　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アルチ

ザネットワークスの平成26年８月１日から平成27年７月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年８

月１日から平成26年10月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年８月１日から平成26年10月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アルチザネットワークス及び連結子会社の平成26年10月31日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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